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平成28年2月3日 
各      位 

会 社 名 デ ー タ リ ン ク ス 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長 横 尾 勇 夫 

（ＪＡＳＤＡＱコード番号：2145） 

問 合 せ 先 取締役執行役員 コーポレートサービス統括部長 

         古 田 一 人 

（ TEL. 03-5962-7621） 

 

人材派遣事業の一部譲渡に関する基本合意書締結のお知らせ 

 

当社は、平成28年2月3日開催の取締役会において、以下のとおり平成28年4月1日を以って、株式会社

リクルートスタッフィングに対して、ＢＰＯサービスにおける人材派遣事業の一部を譲渡することを決定し、

基本合意書を締結いたしましたので、お知らせいたします。今後、両社で譲渡条件を協議したうえ、事業譲渡

契約を締結する予定です。 

 

１．人材派遣事業の一部譲渡の理由 

当社は、平成4年に一般労働者派遣事業許可を取得以来、ＢＰＯサービスの主軸として人材派遣事業を展開

し、平成9年には横浜に営業所を開設、以降も大宮、仙台と拠点を増設し、拡大を図ってまいりました。 

しかしながら、リーマンショックが生じた平成 20 年を頂点に、労働法制の度重なる改正や同業他社との価

格競争による派遣スタッフの確保難、また特定マーケットへの依存も影響し、売上高の減少傾向が止まらない

状況にあります。 

つきましては、収益改善へ向け、営業所閉鎖やコスト削減を図る一方で、営業力強化などに取り組んできま

したが、昨年 9 月 30 日に新たに施行された改正労働者派遣法によるコスト負担増が見込まれるなど、改善の

予測が困難であることから、ＩＴ派遣及び受託業務に付帯する派遣を除く、全ての派遣業務の譲渡を決断した

ものであります。 

一方、譲渡先の株式会社リクルートスタッフィングは、株式会社リクルートホールディングスのグループ企

業であり、業界最大手の1社であることから、譲渡事業の今後の成長と発展、派遣スタッフの安定した就業や

キャリア形成支援において、最適な選択肢と考え、基本合意を締結したものであります。 

 

２．事業譲渡の概要 

（１）譲渡する事業の内容 

ＢＰＯサービス事業に係るＩＴ派遣及び受託業務に付帯する派遣を除く、全ての人材派遣事業 

 

（２）譲渡する事業の平成27年3月期経営成績 

（単位：百万円） 

売上高 BPOサービス売上高 3,684 当社全体の売上高 7,616
※人材派遣事業 2,600 ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ売上高 3,931
アウトソーシング事業 1,084 BPOサービス売上高 3,684

営業利益 ※セグメント営業利益 103 営業利益 274
営業利益率 2.8% 営業利益率 3.6%

譲渡対象を含むサービス事業の実績 当社全体の実績

 

（補足）百万円以下の端数につきましては、切り捨て処理しております。 

※ＢＰＯサービス事業に係る人材派遣事業の売上高（2,600 百万円）及びセグメント営業利益（103 百万円）

には、譲渡対象以外のＩＴ派遣及び受託業務に付帯する派遣の売上高、営業利益を含んでおります。 
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（３）譲渡対象となる資産や負債 

  譲渡対象となる当該事業に係る資産や負債につきましては、引継をいたしません。 

 

（４）譲渡価額及び決済方法 

  譲渡価額及び決済方法については、現時点で確定していないため、確定次第速やかにお知らせいたします。 

 

３．事業譲渡先の概要 

（１） 名 称 株式会社リクルートスタッフィング 

（２） 所 在 地 東京都中央区銀座8-4-17 リクルートＧＩＮＺＡ８ビル 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 長嶋由紀子 

（４） 事 業 内 容 人材派遣・人材紹介・アウトソーシング 

（５） 資 本 金 939,400千円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和62年6月22日 

（７） 純 資 産 63,449百万円 

（８） 総 資 産 92,874百万円 

（９） 大株主及び持株比率 株式会社リクルートホールディングス（100.0％） 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当ありません 

人 的 関 係 該当ありません 

取 引 関 係 該当ありません 

関連当事者への 

該 当 状 況 
該当ありません 

 

４．日 程 

（１） 基 本 合 意 締 結 日 平成28年2月3日 

（２） 事業譲渡契約締結日 平成28年2月24日（予定） 

（３） 株 主 総 会 決 議 日 平成28年3月25日（予定） 

（４） 事 業 譲 渡 期 日 平成28年4月1日（予定） 

 

５．会計処理の概要 

本事業譲渡によって、特別利益として事業譲渡益が発生する見込みではありますが、会計処理の詳細につき

ましては、現時点で確定していないため、確定次第速やかにお知らせいたします。 

 

６．今後の見通し 

当該事業譲渡が当期（平成 28 年 3 月期）業績に与える影響については、現在精査中であります。今後の業

績に与える影響が判明した場合には、速やかにお知らせいたします。 

今後は、拡大基調にある情報サービス事業（システムソリューションサービス）に特化し、現在のＢＰＯ

サービスを組み込んだ新たなビジネスモデルを構築していくことで、付加価値の高いトータルソリューション

サービスの展開を目指してまいります。 

 

 

以 上 

 


